
































り，他県での過程追跡に取り組んだ別稿（松尾 2019b; 2020a; 2020b）とあわせて参照されたい。
（2）　宮城県の汚染廃棄物に関して参照できる文献はいくつか存在するものの，学術的分析は未だ
蓄積されていない（猪股 2015；岸上ほか 2015；杉本 2015；長谷川 2015；津川 2016a; 2016b；中
嶋 2017；森田 2017）。









年 11 月末時点では，指定廃棄物と未指定廃棄物を合わせた 8,000 Bq/kg 超の
農業系廃棄物は 4,873 トン（稲わら 4,813 トン，牛ふん堆肥 60 トン）に上り，
基準以下廃棄物としては 58,379 トン（稲わら 72 トン，牛ふん堆肥 17,307 トン，
牧草 41,000 トン）が保管されていた（環境省 2013c）。
　指定廃棄物の汚染濃度は栃木県や千葉県と比べて低く，指定時点で大半が
30,000 Bq/kg 以下であった（環境省 2013b）。時間の経過による汚染濃度の低
下も進んでいる。2015 年 8 月から 2016 年 1 月に環境省が実施した再測定によ
ると，県内の指定廃棄物のうち依然として 8,000 Bq/kg 超のものは 1,090 トン
であり，残りの 2,314 トンは 8,000 Bq/kg を下回っていた（環境省 2016a）。
8,000 Bq/kg 超の未指定廃棄物は 2015 年 11 月時点で県内に約 2,500 トン保管
されていたが（環境省 2016b），県の要望を受けた環境省が 14 市町から申告の
あった 2,539 トンを対象に 2016 年 4 月から 9月にかけて再測定を実施したと
ころ，8,000 Bq/kg を超えるものは 573 トンにとどまり，全体の 77％ にあた
る 1,966 トンは 8,000 Bq/kg 以下であった（宮城県 2016b）。基準以下廃棄物
については，2016 年 6 月から 10 月にかけて県が 25 市町から申告された
34,084 トン（稲わら 91 トン，牧草 19,346 トン，堆肥 3,707 トン，ほだ木
10,939 トン，その他 1トン）を対象に再測定を行ない，88％ にあたる 30,127










方不明者 1,219 名，負傷者 4,145 名（うち重傷者 502 名），住家全壊（床上浸水
を含む）83,005 棟，半壊（床上浸水を含む）155,130 棟，一部破損 224,202 棟，









































    9.580         　6,100
（3）　宮城県「東日本大震災の地震被害等状況及び避難状況について」（2019 年 12 月 10 日最終更
新，https : //www.pref.miyagi.jp/site/ej-earthquake/km-higaizyoukyou.html）。







    3.200         　7,900




  458.000  2,000～  9,000
登　米　市 農業系（稲わら） 2,235.000  2,500～ 16,000




    0.116    580～ 10,000
柴　田　町 その他（汚泥等）     1.789 10,000～160,000
山　元　町 農業系（稲わら）     3.200 39,000～ 64,000
（出所）環境省（2016a）に基づき作成
2.2　市町村長会議の開催まで













































2013 年 2 月 25 日に「指定廃棄物の最終処分場候補地の選定に係る経緯の検証
及び今後の方針」を示し，栃木県および茨城県の候補地を撤回するとともに，
（4）　県が主催した市町村長会議（第 1回，第 7回，第 9回～第 14 回）における配布資料等は，宮
城県「宮城県指定廃棄物等処理促進市町村長会議等」（2018 年 1 月 31 日最終更新，https : //
www.pref.miyagi.jp/soshiki/houtai/kaigi.html）から閲覧できる。ただし，第 1回および第 7
回の議事録は本稿執筆時点で公開されていない。





























































































































な意見は 11 自治体，否定的な意見は 16 自治体であったことから，安心等の評
価における保管状況の重み付けはゼロにしたいとした。また，震災前の 2006
～2010 年における県の観光統計に基づいて，年間入込客数 50 万人以上の観光
地が位置する市町村行政区と周辺 500 メートルを候補地から除外する案を固め





















離が 500 メートル超，②水源との距離が 500 メートル超，③植生自然度が 8以
下という条件をすべて満たす 8箇所に絞り込んだ上で，さらに生活空間との近
接状況，水源との近接状況，植生自然度それぞれの評価点の合計が高かった 3
箇所を選定したものである。絞り込みにあたっては，2013 年 11 月 24 日から
12 月 18 日にかけて 17 箇所の現地を訪れ，土地の面積や地形，生活空間およ
び水源からの距離，植生自然度などを確認したとされる。
































年 7 月 15 日最終更新，https : //www.kuriharacity.jp/w021/010/010/010/080/36201.html）。大和
町「指定廃棄物最終処分場関連情報」（2016 年 4 月 1 日最終更新，https : //www.town.taiwa.
miyagi.jp/soshiki/soumu/s-syobunjyo.html）。大和町「町内等の動き」（2016 年 4 月 1 日最終
更新，https : //www.town.taiwa.miyagi.jp/soshiki/soumu/s-yosida.html）。加美町「指定廃棄
物最終処分場候補地選定について」（2018 年 7 月 4 日最終更新，http : //www.town.kami.
miyagi.jp/index.cfm/10,3763,html）。









































































































































で首長らの理解を求めた（杉本 2015: 248）。村井知事は 8月 7日に石原環境大
臣を訪問し，県内市町村長の総意として詳細調査の受け入れを表明するととも
に，3市町の意見を踏まえること，風評被害対策をとること，「基本方針」の





　環境省は 10 月 8 日から 3候補地での現地調査（地表地質踏査）を開始した
が，加美町は事前連絡のないまま調査が行なわれたことに抗議を表明した。10
月 24 日には同省が 3候補地で同時にボーリング調査を開始しようとしたが，
加美町田代岳で町民らによる阻止行動が行なわれたため，3候補地とも調査を
断念した。25 日と 27 日にも同様の反対によって調査が実施できなかったため，
環境省は 11 月 18 日に年内の調査を断念する。
　候補地での反対運動が勢いを増すなか，12 月 4 日に福島県の内堀雅雄知事
と会談した村井知事は，指定廃棄物を福島県に集約して処理することを打診し，















　8月 28 日には環境省が再び 3候補地での現地調査着手を試みるが，前年同
様に田代岳では加美町民らの反対によって阻まれ，同時に進めることになって




















議（2015 年 4 月 13 日）における議論を踏まえ，集約と長期保管を経て汚染濃度が低下した指定
廃棄物は再利用や搬出もありうるとして，各県に建設を目指す施設を「長期管理施設」に改称し
ている。ただし，本稿では「最終処分場」に呼称を統一する。











































　その後，2016 年 3 月 19 日に県主催で行なわれた第 9回の市町村長会議では，
環境省が 2015 年 8 月から 2016 年 1 月に実施した再測定の結果が報告され，県
内の指定廃棄物の 67.9％ にあたる 2,314 トンが既に 8,000 Bq/kg を下回って
いることや（環境省 2016a），8,000 Bq/kg を超えるものは 5年後（2021 年 1
月）に 238 トン，10 年後（2026 年 1 月）には 194 トンまで減少すると推計さ
れることなどが示された（環境省 2016b）。同じ 10 年後に栃木県では 4,250 ト


























　基準以下廃棄物への対処に焦点を移した県は，2016 年 5 月 27 日（第 10 回）
と 11 月 3 日（第 11 回）に市町村長会議を開き，各自治体で保管する基準以下
廃棄物を一斉に焼却する方針を打ち出した。しかし，一斉焼却の方針には反対
も多かったため，県は 12 月 27 日（第 12 回），2017 年 6 月 18 日（第 13 回），




































ない住民の反対が避けられず，すき込みは 400 Bq/kg 以下など低濃度でなけ
ればならない上に時間を要する。堆肥化も住民の理解が不可欠である。国は
2016 年 4 月 28 日に特措法施行規則の一部を改正し，基準を下回った指定廃棄
物を通常の廃棄物と同様に処分できるよう指定解除の制度を設けた。2017 年 6
月 23 日には，白石市が保管する指定廃棄物（汚染焼却灰）約 31 トンが，宮城
県内で初の指定解除を受けている。だが，2018 年 12 月までに指定解除された














2012年 3 月30日 環境省が「指定廃棄物の今後の処理の方針」を公表






2013年 3 月16日 有識者会議（第 1回）。最終処分場の安全性について了承
2013年 3 月28日 市町村長会議（第 2回・国と県共催）
2013年 4 月22日 有識者会議（第 2回）
2013年 5 月10日 有識者会議（第 3回）
2013年 5 月21日 有識者会議（第 4回）。候補地の選定手順案について了承
2013年 5 月29日 市町村長会議（第 3回・国主催）







2014年 1 月20日 市町村長会議（第 5回・国主催）。詳細調査の候補地 3箇所を提示
2014年 5 月26日 詳細調査候補地に係る関係者会談（第 1回）
2014年 6 月 9 日 詳細調査候補地に係る関係者会談（第 2回）
2014年 6 月16日 詳細調査候補地に係る関係者会談（第 3回）




2014年 7 月30日 環境省が栃木県の詳細調査候補地として塩谷町の国有林を選定
2014年 8 月 4 日
市町村長会議（第 7 回・県主催）。村井知事が，詳細調査の実施につ
いて市町村長の意見をとりまとめる
2014年 8 月 7 日 村井知事が石原環境大臣を訪問し，詳細調査の受け入れを表明
2014年 8 月17日 加美町主催の住民集会に栃木県塩谷町の見形町長らが出席
2014年 8 月20日 井上環境副大臣が候補地 3市町を訪問し，詳細調査の開始を伝達













2015年 4 月 5 日 環境省と考える 指定廃棄物の課題解決に向けたフォーラム（第 1回）




2015年 5 月29日 環境省と考える 指定廃棄物の課題解決に向けたフォーラム（第 2回）
2015年 8 月28日 環境省が 3候補地での調査を試みるが，加美町で阻止され断念
2015年 9 月30日「放射性物質汚染対処特措法の施行状況に関する取りまとめ」公表




2015年12月 4 日 福島県・富岡町・楢葉町が特定廃棄物埋立処分事業を受け入れ




2016年 2 月 4 日 茨城県内の指定廃棄物について分散保管の継続が決定








2016年 5 月27日 市町村長会議（第 10 回・県主催）




2016年12月27日 市町村長会議（第 12 回・県主催）
2017年 6 月18日 市町村長会議（第 13 回・県主催）
2017年 6 月23日 白石市で保管されていた指定廃棄物が県内で初めて指定を解除される


















いと推計されている。さらに，指定廃棄物以外にも 8,000 Bq/kg 超の未指定
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